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最近の雇用情勢

リーマンショック後、2012年後半にかけて
国内の雇用・所得環境は上向いてきたように
みえる。雇用状況を示す代表的な指標である
失業率は09年７月の5.5％をピークに12年11
月には4.1％と08年11月（4.0％）以来の水準
に低下した。また、有効求人倍率は2009年７
～９月の0.43倍を底に、12年８月には0.83倍
に上昇した（図１参照）。
だが、こうした主要な雇用関連指標の改善
にも関わらず、雇用の実態はさほど良くなっ
ていないのではないかと考えられる。
失業率（＝失業者数÷労働力人口＝１－（就
業者数÷労働力人口））の低下は、労働力人
口の減少に起因する部分が大きい。定年退職
のほか産業構造転換や景気停滞長期化で就
職を断念する人々が増加し、いわゆる非労
働力人口が増加傾向を辿っている。反面、

労働力人口は減少している１。
非労働力人口は08年12月の4,393万人から
12年12月には4,551万人とこの４年間で158万
人増加した（図２参照）。同期間の労働力人
口は6,654万人から6,536万人へと118万人減少
した。
就業者数は08年12月の6,360万人から11年
８月に6,220万人と約140万人減少した後、12
年12月には6,256万人へと36万人増加したが、
４年前の水準には届いていない。
また、確かに景気回復により企業の求人・
雇用活動が高まり、それによって有効求人倍
率は上昇したが、景気回復によって同様に減
少していいはずの求職者数はさほど減少する
ことはなく、高水準のままで推移している。
1990年代以降の有効求人数と有効求職者数
の動きをみてみると、有効求人数は景気の変
動に応じて100万人強から200万人強のレベル
で推移している（図３参照）。一方、有効求

１　総務省「労働力調査」によれば、労働力人口は、満15歳以上の人口のうち、就業者（労働力調査期間である毎月末の１
週間に、収入がある仕事に少しでも従事した者で、休業中の就業者、アルバイトをした学生や、パートを行った主婦など
も含まれる）、完全失業者（就職活動をしているが就業していない者）の合計を指す。また、15歳以上の人口から労働力人
口を引いたものが非労働力人口となる。病弱者など就業能力のない不就業者と、就業能力はあるが働く意思を持たない者
から構成される。専業主婦、就業意思のない学生、定年退職した高齢者、ニートなどが含まれる。
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職者数は景気変動に見合う増減はあるもの
の、趨勢的に増加しているようにみえる。
リーマンショック直前の07年末頃は、有効
求人数、有効求職者数がそれぞれ200万人程
度で、有効求人倍率（＝有効求人数÷有効求
職者数）が１倍程度だった。足元の有効求人
数は200万人程度まで回復しているが、有効
求職者数は240万人程度と07年末頃に比べる
と２割も多い。
景気が良くなり企業が求人を活発化させて
も、就職したいと考える個人が企業の人材ニ
ーズに応じ切れず、求人の増加が実際の就職
に結びつかないため、求職者が減りにくくな
っている。すなわち、産業構造の変化などを

背景とした「雇用のミスマッチ」が起こって
いることを示す。
こうした雇用のミスマッチは他の指標から
も確認できる。いわゆる「ＵＶ曲線」は、縦
軸に雇用失業率（Ｕ＝unemployment、通常
の失業率は失業者を労働力人口で割って計算
するが、雇用失業率は雇用者で割って計算す
るため、数値は通常の失業率に比べやや高め
になる）、横軸に人手不足の程度を示す欠員
率（Ｖ＝vacancy、企業の求人数を雇用者数
で割ったもの）をとって、両者の関係を示し
たものだ（図４参照）。
通常、景気が良い時には、企業は人手不足
の状態になり、失業率は低下し（つまりグラ

（出所）�総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」

（図１）失業率と有効求人倍率

（出所）�総務省「労働力調査」

（図２）就業者数、労働力人口、非労働力人口

（出所）�厚生労働省「一般職業紹介状況」
（出所）�総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」

（図３）有効求人数と有効求職者数
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（図４）ＵＶ曲線にみる雇用のミスマッチ
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フ上の両者の組み合わせは右下方向に動
く）、逆に、景気が悪いときには、企業は人
手余剰の状態になり、失業率は上昇する（両
者の組み合わせは左上方向に動く）。
1985年～ 95年、2002年～ 06年の期間は、
景気の良い時は右下へ、景気の悪い時は左上
へという動きが実際にみられた。しかし、
1995年～ 02年頃の期間は、企業にとって人
手不足感が高まるなかで失業率が上昇し、グ
ラフ上の両者の組み合わせは右上方向へと動
いた。
直近2012年の失業率・欠員率の位置は08年
と比較的近いが、それでも08年に比べると、
欠員率が高く人手不足の度合いが強まってい
るにも関わらず、失業率も高い。この４年間
の間でも、ミスマッチによって構造的な失業
が増加していることが示される。
一方、労働者の所得環境もさほど良くなっ
ていない。労働の対価として家計に支払われ
る名目雇用者報酬は1997年の278.2兆円をピ
ークに減り始め、2012年は244.7兆円とピー
ク比約12％減少した（図５参照）。
労働者全体の雇用者報酬が減少している点

に関して、①人口減少や高齢化で雇用者人口
が減少していること、あるいは、②デフレに
よって１人当たり雇用者報酬が目減りしたこ
と、などが、その理由としてしばしば指摘さ
れる。
では、言われているように、実際に、人口
減少や高齢化など人口面の要因によって雇用
者報酬が減少したのだろうか。名目雇用者報
酬の動きを、雇用者数の動きと１人当たり雇
用者報酬の動きに分解してみると、名目雇用
者報酬の減少は、主として高齢化などに起因
する雇用者数の減少によるものではなく、１
人当たり雇用者報酬の減少によるものである
ことがわかる（図６参照）。
2000年頃、および05～ 06年頃、雇用者報
酬は増加したが、これは雇用者数の増加によ
るものだった。一方、2001～ 03年、08～ 09
年頃、雇用者報酬は大幅に減少したが、これ
は１人当たり雇用者報酬の減少が原因である
ことがわかる。
ところで、通常、少子高齢化が進むと、家
計の貯蓄率（＝（可処分所得－消費）÷可処
分所得）は低下すると言われている。実際、

（図５）雇用者報酬、家計消費と貯蓄率

（注１�）家計貯蓄率は2000年までが2000年基準統計、01年以降が05年
基準統計

（注２�）2000年から2001年にかけての貯蓄率急低下は郵貯の大量償還
に伴う利子課税が主因

（出所）内閣府「国民経済計算」

（図６）雇用者報酬の動き

（注）１人当たり雇用者報酬＝雇用者報酬÷就業者数
（出所）内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」より作成
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日本の家計の貯蓄率は90年代後半以降、急速
に低下した。貯蓄率は07年、08年はそれぞれ
0.9％、0.4％とほぼゼロとなり、その後やや
上昇したが、11年も2.3％とかなり低い。米
国の消費者について、その過剰消費体質が指
摘されるが、今や日本の貯蓄率の方がはるか
に低くなっている（図５参照）。
名目家計消費支出は1997年以降、ほぼ横ば
いで推移している。雇用者報酬減少などの所
得環境の悪化にも関わらず、消費が抑制され
ていないことが貯蓄率を低下させていること
は明らかだ。雇用者報酬の減少が人口動態面
の要因ではなく、１人当たり雇用者報酬の減
少によるものだとすれば、最近の貯蓄率の急
低下も、しばしば言われているように、人口
動態面の要因に直接、起因するものではない
と考えることができる。
では、１人当たり雇用者報酬が減少したの
は、デフレによるものなのだろうか。「デフ
レスパイラル」が日本経済を蝕んでいると言
われる。「物価下落によって賃金も下落し、
それが消費需要を減少させ、さらに消費減少
による需要不足が物価を下落させる」という
悪循環が「デフレスパイラル」だ。
確かにデフレは名目賃金を下落させる効果
があったとみられるが、もし物価下落テンポ
より賃金下落テンポが緩やかであれば「実質
賃金」は上昇し、消費購買力が高まるため、
労働者はむしろ物価下落の恩恵を受けるはず
だ。日本においては、物価と賃金の関係はど
うだったのか、つまり実質賃金はどのように
推移したのかを、まず検証してみる必要があ
る。
物価変動分を考慮した１人当たり実質雇用

者報酬（＝実質賃金）の伸びをみると、1990
年代に入り明らかにその伸びが鈍化し、1990
年代後半以降はほとんど伸びなくなっている
ことがわかる（表１参照）。つまり、デフレ
とは関係のない要因で、消費者の購買力は
1990年代以降、高まらなくなっていたことに
なる。
１人当たり実質雇用者報酬は、1980年代前
半に年率2.4％増加し、同後半に同3.6％増と
伸びが加速したが、90年代に入ると前半は同
1.6％増と鈍化し、後半は同0.1％増にほとん
ど伸びなくなった。2000年代以降も横ばい傾
向が続いている。
１人当たり実質雇用者報酬の伸びがこのよ
うに鈍化したのは、言うまでもなく、デフレ
が原因ではない。それ以外の要因が労働者の
実質賃金を減少させ、それにデフレという要
因が加わって、名目賃金の下落幅を大幅にし
たことがわかる。
労働者の１人当たり賃金が減少しているの
は、パートタイマー、アルバイト、派遣社員、
契約社員・嘱託など、いわゆる非正規雇用の
増加が原因とされる。確かに、非正規雇用労
働者の比率は1990年の20.2％から2000年に

（表１）実質雇用者報酬、実質家計消費、
　　 １人当たり実質雇用者報酬の増減率

（％）

雇用者報酬 家計消費
１人当たり
雇用者報酬

1980-1985 3.5 3.5 2.4 

1985-1990 4.9 4.6 3.6 

1990-1995 2.5 1.8 1.6 

1995-2000 0.1 0.7 0.1 

2000-2005 -0.1 1.2 0.3 

2005-2010 0.2 0.5 0.4

（注）年率増減率
（出所）内閣府、総務省
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26.0％、10年33.7％、11年35.4％と一貫して上
昇している２。そして、非正規雇用は正規雇
用に比べて１人当たり賃金が低いため３、非
正規雇用労働者の比率の上昇傾向に見合っ
て、１人当たり雇用者報酬が低迷しているこ
とは間違いないだろう。
このため、非正規雇用がなくなれば雇用者
報酬も増加し、労働者の所得環境が改善され
るはずという考えがなくもない。しかし、仮
に、法律などで非正規雇用を減らそうとして
も、おそらく根本的な問題解決にはならない
だろう。確かに、こうした非正規雇用の増加
は社会的な問題だが、経済的な側面からみる
と、以下でみるような、経済のグローバル化
に伴った国内産業構造の変化、非製造業の低
生産性などが非正規雇用を増加させ、それと
同時に１人当たり雇用者報酬を低迷させてい
る可能性が高いと考えられる。

産業構造の変化と産業別の労働生産性

以下では、1990年代以降、日本の労働者の
実質賃金が伸びなくなった理由について考え
てみることにする。実質賃金の鈍化は、非正
規雇用の増加などといった表面的な原因では
なく、経済的な側面からみると労働生産性が
伸びなくなったことが原因と考えるのが自然
だ。グローバル経済下において、高付加価値
部門に移行すべき経済資源が必ずしも高付加

価値化せず、そのために経済全体としての生
産性が低下したのではないかと考えられる。
まず、日本の産業別の労働生産性の動きを
数値で確かめてみよう。
産業全体の時間当たり労働生産性上昇率は
1981～ 91年の10年間では年率3.6％とかなり
高かったが、1991～ 2001年は1.7％、2001～
11年には1.1％と徐々に低下している（表２
参照）。こうした生産性の伸び鈍化が労働者
の実質賃金の伸びを鈍化させた可能性が高い
と考えられる４。
このうち、製造業の労働生産性上昇率（時
間当たり労働生産性の上昇率）については、
1990年代以降も高水準で推移している。1981
～ 91年の3.8％から1991～ 2001年に2.3％と幾
分伸びが鈍化したが、2001～ 11年には3.5％
と再び伸びが高まっている。
円高などで日本の製造業の生産性が鈍化し
たのではないかと言われているが、労働生産
性という面では、製造業は相対的に高い労働
生産性の伸びを維持していた。
ただ、日本経済のなかで製造業が占めるウ
エイトが低下したのは事実だ。産業全体に占
める製造業の比率は1981年の30％、91年の28
％から2011年には21％まで低下している。ま
た、製造業に従事する就業者の比率は1981
年、91年の25％から2011年には17％と、90年
代以降急速に低下した。2000年代以降、製造

２　厚生労働省「平成24年版労働経済の分析」による。2011年の正規雇用者数3,327万人に対し、非正規雇用者数が1,802万人
で、うちパートタイマーが865万人、アルバイトが359万人、派遣社員が96万人、契約社員・嘱託が357万人、その他が126
万人となっている。
３　厚生労働省「毎月勤労統計調査」により、一般労働者（期間を決めず雇われている労働者（常用労働者）のうちパート
タイム労働者を除いた労働者）とパートタイム労働者（１日の所定労働時間が一般労働者より短い者）の時間当たり所定
内給与（2012年）を比べると、一般労働者が1,951円でパートタイム労働者が1,026円と倍近い開きがある。さらに年間労働
時間を比べると、一般労働者が1,869時間、パートタイム労働者が1,071時間と倍近い差があるため、年間給与は一般労働者
が364.6万円、パートタイム労働者が109.9万円と３倍以上の格差になる。
４　ここで10年刻みの伸びを1990 ～ 2000年、2000 ～ 2010年ではなく、1991 ～ 2001年、2001 ～ 2011年といった具合に１年
ずらしたのは、2005年基準のGDP統計が2001年からであるため。
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業の労働生産性は再び加速したが、世界的な
競争激化にさらされる製造業は、雇用を極力
抑制しながら高い労働生産性を維持していた
ことがわかる。
一方、製造業以外の産業の多くでは1990年
代以降、労働生産性の上昇率が明らかに低下
した。製造業以外で名目GDP（付加価値生
産金額）の面から比較的大きな比率を占める
のが、建設業（1991年時点で産業全体に占め
る比率は10％）、卸小売業（同15％）、サー
ビス業（同17％）５などだ。
この３つの産業についてみると、まず、建
設業の労働生産性上昇率は1981～ 91年の期
間で2.2％とある程度の高さを維持していた
が、1991～ 2001年がマイナス1.7％、2001～

11年がマイナス0.9％とマイナスに転じた。
次に、卸小売業の労働生産性上昇率は1981
～ 91年の期間では5.7％と高かったが、1991
～ 2001年に2.8％と伸びが鈍化し、2001～ 11
年はマイナス0.3％と落ち込んだ。
最後に、サービス業の労働生産性上昇率は
1981～ 91年が0.5％、1991～ 2001年が0.9％と、
もともとさほど高くないが、2001～ 11年に
はマイナス0.1％とやはりマイナスに落ち込
んだ。
製造業に従事する就業者の比率が低下傾向
を辿っているのに対して、非製造業のなかで
は特にサービス業に従事する就業者の比率が
大幅に高まっている。サービス業就業者の産
業全体に占める比率は1981年の20％から2011

５　サービス業のなかには、飲食店、宿泊業、医療業、介護サービス、学習支援業、娯楽業、広告業、物品賃貸業、自動車
整備業、情報サービス業などが含まれる。

（表２）産業別時間当たり労働生産性
–––

 
 
 
（表２参照）。こうした生産性の伸び鈍化が労働者の実質賃金の伸びを鈍化させた可能性が

高いと考えられる4。 
 このうち、製造業の労働生産性上昇率（時間当たり労働生産性の上昇率）については、

1990 年代以降も高水準で維持している。1981～91 年の 3.8％から 1991～2001 年に 2.3％
と幾分伸びが鈍化したが、2001 年～11 年には 3.5％と再び伸びが高まっている。 
 円高などで日本の製造業の生産性が鈍化したのではないかと言われているが、労働生産

性という面では、製造業は相対的に高い労働生産性の伸びを維持していた。 
ただ、日本経済のなかで製造業が占めるウエイトが低下したのは事実だ。産業全体に占

める製造業の比率は1981年の30％、91年の28％から2011年には21％まで低下している。

また、製造業に従事する就業者の比率は 1981 年、91 年の 25％から 2011 年には 17％と、

                                                  
4 ここで 10 年刻みの伸びを 1990～2000 年、2000～2010 年ではなく、1991～2001 年、2001
～2011 年といった具合に１年ずらしたのは、2005 年基準のＧＤＰ統計が 2001 年からであ

るため。 

（表２）産業別時間当たり労働生産性

<労働生産性上昇率>　　各産業の労働生産性（実質ＧＤＰ÷労働投入量）の変化率

運輸 情報通信

1981～1991年 3.6 3.8 2.2 2.8 5.7 9.1 -0.5 3.7 － － 0.5
1991～2001年 1.7 2.3 -1.7 1.1 2.8 2.4 1.5 2.0 － － 0.9
2001～2011年 1.1 3.5 -0.9 -0.4 -0.3 -1.3 1.6 － -0.7 0.6 -0.1

）量入投働労÷ＰＤＧ目名（性産生働労の業産各　　>性産生働労<

運輸 情報通信

1991年 3,619 3,950 3,226 14,917 3,060 7,729 23,120 3,914 － － 2,580
2001年 4,035 4,297 2,705 16,117 3,570 8,657 26,976 4,457 － － 3,033
2011年 3,953 4,462 2,508 9,520 3,470 6,851 28,935 － 3,075 7,124 2,813

>率比のＰＤＧ目名別業産<

運輸 情報通信

1981年 100.0 29.7 9.9 3.0 15.7 5.2 9.7 6.9 － － 15.6
1991年 100.0 28.1 10.1 2.7 14.9 6.9 10.3 7.1 － － 17.3
2001年 100.0 22.9 7.6 3.1 15.6 6.4 12.1 7.7 － － 22.9
2011年 100.0 21.0 6.4 2.1 16.2 5.5 13.7 － 5.5 6.2 22.0

>率比の口人者業就別業産<

運輸 情報通信

1981年 100.0 25.1 10.7 0.7 19.4 3.3 1.2 6.1 － － 19.6
1991年 100.0 25.1 10.5 0.7 18.5 3.5 1.6 6.0 － － 24.9
2001年 100.0 20.3 10.4 0.8 18.8 3.0 1.8 6.3 － － 32.1
2011年 100.0 17.2 8.8 0.8 19.8 3.1 1.9 － 6.0 3.2 33.8

（注）運輸、情報通信のデータは2005年以降であるため、2001～2011年生産性上昇率は統計の制約から2005～2011年の年率上昇率の数値

(出所）内閣府「国民経済計算」

産業全体 製造 建設
電気ガス
水道

卸小売

金融保険 不動産

不動産 運輸通信 サービス金融保険

サービス産業全体 製造 建設
電気ガス
水道

卸小売 金融保険 不動産 運輸通信

運輸通信 サービス

運輸通信 サービス産業全体

産業全体 製造 建設
電気ガス
水道

卸小売 金融保険 不動産

電気ガス
水道

製造 建設 卸小売

（年率、％）

（％）

（円）

（％）

　　 （注）運輸、情報通信のデータは2005年以降であるため、「2001～ 11年生産性上昇率」の欄の数値は2005～ 11年の年率上昇率
　　 （出所）内閣府「国民経済計算」



一般社団法人　ＪＡ共済総合研究所
（http://www.jkri.or.jp/）共済総合研究　第6６号

94

年には34％と大幅に高まっている（図７参照）。
製造業の労働生産性の水準（名目GDP÷
労働投入量）とサービス業の労働生産性水準
を比べると、時期によっても違いがあるが、
サービス業の労働生産性の方が３～４割程度
低い。例えば、2011年の１人１時間当たり
GDP生産額は、製造業が4,462円、これに対
してサービス業は2,813円とサービス業の生
産性水準は製造業の63％にすぎない。
もともとサービス業は労働生産性の水準が
低いうえに、その上昇率も製造業に比べると
低く、その差は徐々に拡大していく傾向にある。
労働生産性の水準はそれぞれの産業に従事
する労働者の賃金水準に反映される。製造業
の時間当たり賃金は1990年代半ば以降、
2,200～ 2,300円前後でほぼ横這いで推移して
いる（図８参照）。一方、サービス業のなかで
も、専門サービス、技術サービス、情報サー
ビスなどの産業の賃金は製造業並みに高い
が、飲食店や福祉・介護あるいは派遣業など
の時間当たり賃金は2012年時点で、それぞれ
1,176円、1,727円、1,579円で、製造業の半分
ないし４分の３程度にとどまる（表３参照）。
さらに、飲食店などの場合、平均的な労働
時間も短い（2012年の製造業の年間労働時間

が1,962時間であるのに対し、飲食店は1,182
時間と短い）ため、年間給与総額という点で
は製造業と大きな差が生じる。
雇用者全体に占める製造業の比率は1990年
の29.6％から2012年に17.7％に、建設業の比
率が同8.7％から5.6％にそれぞれ低下してい
る（表３参照）。これに対し、サービス業で
は、賃金水準の低い飲食店の雇用が同3.1％
から6.3％に高まっており、製造業や建設業
の雇用減少分を補っている。また、介護福祉
も2005年の同3.7％から2012年には6.0％に上
昇している。人材派遣は1.5％（2012年）と

（図７�）製造業とサービス業の比率（ＧＤＰ、就業者数）

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」

（図８）製造業と介護、飲食店の時間当たり給与

（表３�）製造業、建設業と主なサービス業の雇用者
数と年間給与額

 （出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」
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昇している。人材派遣は 1.5％（2012 年）となっている。 

1990 年代前半までは、全産業平均でみた時間当たり賃金は、製造業の時間当たり賃金と

並行して増加傾向で推移していた（図８参照）。ところが、90 年代後半以降は製造業の賃金

がほぼ横ばいで推移したのに対し、全産業平均の賃金は減少傾向を辿り始めた。これは、

生産性が高く高賃金の製造業の雇用が減少し、その減少分を補ったのが、生産性が低く低

賃金の飲食店、福祉介護などのサービス業の雇用だったということが原因だ。 
 以上から、日本の労働者の実質賃金が 1990 年代以降、伸びなくなったのは、日本の産業

全体の労働生産性上昇率が鈍化したことが主因であり、その労働生産性の伸び鈍化につい

ては、①サービス業に代表される非製造業の生産性が大幅に鈍化したこと、②そうした生

産性の低いサービス業に従事する就業者が大幅に増えたこと、が原因と考えられる。 
物価下落を止めることができれば、労働者の名目賃金の下落にもある程度、歯止めをか

けることができるかもしれない。しかし、それだけでは労働者の実質賃金を押し上げるこ

とはできず、消費者の購買力も高まらないだろう。 

(表３）製造業、建設業と主なサービス業の雇用者数と年間給与額

）％（）率比るめ占に体全業産（数者用雇
1990 2000 2005 2010 2012

製造業 29.6 23.2 19.9 18.7 17.7
建設業 8.7 9.0 6.9 5.8 5.7
医療 - - 6.1 6.7 6.7
介護福祉 - - 3.7 5.1 6.0
専門サービス - - - 0.8 0.7
技術サービス - - - 1.1 1.3
情報サービス - - 1.9 2.1 2.1
人材派遣 - - - 1.7 1.5
飲食店 3.1 4.5 5.7 6.4 6.3

）円(額与給りた当間時

1990 2000 2005 2010 2012

製造業 1,817 2,267 2,301 2,244 2,276
建設業 1,836 2,231 2,113 2,186 2,128
医療 - - 2,523 2,474 2,486
介護福祉 - - 1,909 1,739 1,727
専門サービス - - - 2,702 2,758
技術サービス - - - 2,512 2,407
情報サービス - - 2,780 2,721 2,804
人材派遣 - - - 1,492 1,579
飲食店 1,019 1,206 1,151 1,139 1,176

（出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」

（出所）�内閣府「国民経済計算」
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なっている。
1990年代前半までは、全産業平均でみた時
間当たり賃金は、製造業の時間当たり賃金と
並行して増加傾向で推移していた（図８参
照）。ところが、90年代後半以降は製造業の
賃金がほぼ横ばいで推移したのに対し、全産
業平均の賃金は減少傾向を辿り始めた。これ
は、生産性が高く高賃金の製造業の雇用が減
少し、その減少分を補ったのが、生産性が低
く低賃金の飲食店、福祉介護などのサービス
業の雇用だったということが原因だ。
以上から、日本の労働者の実質賃金が1990
年代以降、伸びなくなったのは、日本の産業
全体の労働生産性上昇率が鈍化したことが主
因であり、その労働生産性の伸び鈍化につい
ては、①サービス業に代表される非製造業の
生産性が大幅に鈍化したこと、②そうした生
産性の低いサービス業に従事する就業者が大
幅に増えたこと、が原因と考えられる。
物価下落を止めることができれば、労働者
の名目賃金の下落にもある程度、歯止めをか
けることができるかもしれない。しかし、そ
れだけでは労働者の実質賃金を押し上げるこ
とはできず、消費者の購買力も高まらないだ
ろう。
日本の製造業は依然として高い労働生産性
を維持している。このため、円安にして高い
生産性の製造業を日本に呼び戻し、日本全体
の生産性を高めようという考えもできるだろ
う。しかし、そもそも非製造業を含めた日本
の多くの企業が海外進出の意欲を強めている
のは、円高だからではなく、人口減少で伸び
悩む国内市場より拡大の見込める海外市場に
活路を見つけようとしているためだ。多少の

円安ではこのうちの製造業が国内に戻ってく
るとは考えにくく、仮に、海外進出の動きが
一時的に止まったとしても、国際競争にさら
される製造業の国内での雇用抑制は続くだろ
う。
高齢化のなかで介護・福祉などの産業が今
後の日本経済を牽引すると言われるが、こう
したサービス業の生産性を高めることができ
なければ、日本全体としての生産性も高まら
ず、労働者（消費者）の購買力向上も見込め
ない。
生産性の低いサービス業の就業者が増加
し、それが経済全体の生産性を低下させたと
いう点では、米国でも同様なことが起きた。
名目GDPの規模からみると、米国製造業が
民間産業全体に占める比率は1960年の29.2％
から2011年に13.2％へと約50年間で16.0％ポ
イント低下した。一方、雇用者数からみる
と、製造業が民間雇用者全体に占める比率は
60年の33.7％から2011年には10.7％と同じく
約50年間で23.0％ポイント低下した（表４参
照）。
経済規模の面からみた製造業の比率が、雇
用面からみた同比率の低下幅に比べ小さいの
は、製造業の１人当たり生産性上昇率が経済
全体の生産性上昇率に比べ高いことを意味す
る。1990～ 2011年の製造業の労働生産性上
昇率は年率5.1％と産業全体の労働生産性上
昇率（同1.7％）を上回る。国際競争にさら
される製造業は、日本と同じように、雇用を
減らしながら高い生産性を維持していたこと
がわかる。
ただ、米国で日本と違う点は、米国では非
製造業のなかでも比較的、労働生産性の高い
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産業が多いということだ。1990～ 2011年の
各産業の労働生産性上昇率をみると、建設が
年率3.9％、卸売が2.9％、小売が4.3％、運輸
が1.9％、情報が2.5％、金融が2.4％と高い。
ＩＴなどの利用が生産性を高めた可能性があ
る。
ただ、これら生産性の高い産業について
は、雇用比率が低下しているか、ほとんど伸
びていない。こうした産業では製造業同様、
雇用を抑制しながら、労働生産性を維持して
いるものと考えられる。
一方、非製造業のなかでもビジネス支援、
教育、ヘルスケア、レジャー、宿泊、飲食な
どの産業の労働生産性は低い。ビジネス支援
サービスの内訳としての専門・技術サービス
がマイナス0.7％、同事務サービスがマイナ
ス0.2％、ヘルスケアサービスがマイナス0.7

％とマイナスで、宿泊飲食サービスも0.5％
とわずかなプラスにとどまっている。
そして、米国も日本と同様、労働生産性の
高い製造業の雇用減少をカバーしたのは、労
働生産性の低い非製造業だった。製造業の雇
用が産業全体の雇用に占める比率は1960年の
33.7％から90年に19.4％、2011年にはそれぞ
れ10.7％と低下した。1960年から90年にかけ
ての同比率の低下幅は14.3％ポイントだった
が、これに代わって同比率が上昇したのはビ
ジネス支援サービス（8.1％から11.9％へ3.8％
ポイント上昇）、教育・ヘルスケアサービス
（6.4％から12.1％へ5.7％ポイント上昇）、レ
ジャー・宿泊飲食サービス（7.5％から10.2％
へ2.7%ポイント上昇）だった。この３業種の
雇用比率上昇幅は合計12.2％ポイントで、製
造業の雇用減少は主としてこの３業種でカバ

（表４）米国の労働生産性

　（出所）米商務省、米労働省  

 
 
はビジネス支援サービス（8.1％から 11.9％へ 3.8％ポイント上昇）、教育・ヘルスケアサー

ビス（6.4％から 12.1％へ 5.7％ポイント上昇）、レジャー・宿泊飲食サービス（7.5％から

10.2％へ 2.7%ポイント上昇）だった。この３業種の雇用比率上昇幅は合計 12.2％ポイント

で、製造業の雇用減少は主としてこの３業種でカバーされたことになる。 
その後、90 年から 11 年にかけて製造業の雇用比率はさらに 8.7％ポイント低下したが、

この間、製造業の雇用減少を補ったのは、ビジネス支援サービスの内訳としての専門・技

術サービス（5.0％から 7.1％へ 2.1％ポイント上昇）、同事務サービス（5.1％から 7.2％へ

2.1％ポイント上昇）、ヘルスケアサービス（10.2％から 15.3％へ 5.1％ポイント上昇）、宿

泊飲食サービス（9.0％から 10.5％へ 1.5％ポイント上昇）などだ。この４業種の雇用上昇

幅は 10.8％ポイントとなる。 
製造業の労働生産性水準（名目 GDP÷雇用者数）とこれら非製造業の労働生産性水準を

比べた場合、ビジネス支援のなかの専門・技術サービスの労働生産性水準が製造業とほぼ

同水準であることを除けば、それ以外の業種の生産性水準は製造業の５割以下にとどまっ

ている。生産性の低さは雇用者の賃金水準にも反映されており、労働者の時給は製造業の

（表４）米国の労働生産性

）％、率年（率化変の）数者用雇÷ＰＤＧ質実（性産生働労の業産各　　>率昇上性産生働労<

専門技術 事務 教育 ﾍﾙｽｹｱ ﾚｼﾞｬｰ 宿泊飲食

90～00年 2.2 4.3 5.5 3.3 3.2 1.7 0.1 2.2 -0.6 -1.1 -4.1 -1.5 0.2 -0.2 0.7 -3.8 0.8

00～11年 1.3 3.5 4.7 2.6 5.3 2.1 4.7 2.7 1.9 -0.3 3.4 0.1 -1.5 -1.1 0.3 0.2 0.2

90～11年 1.7 3.9 5.1 2.9 4.3 1.9 2.5 2.4 0.7 -0.7 -0.2 -0.7 -0.7 -0.7 0.5 -1.7 0.5

<労働生産性>　　各産業の労働生産性（名目ＧＤＰ÷雇用者数）　産業全体を100とした指数

専門技術 事務 教育 ﾍﾙｽｹｱ ﾚｼﾞｬｰ 宿泊飲食

1990年 100 84 100 120 55 91 160 127 87 127 48 63 45 66 39 77 34

2001年 100 87 104 132 57 87 146 171 85 126 44 57 46 59 41 70 36
2011年 100 80 123 128 52 87 203 168 91 125 49 55 45 57 37 65 32

<産業別名目ＧＤＰの比率> （％）

専門技術 事務 教育 ﾍﾙｽｹｱ ﾚｼﾞｬｰ 宿泊飲食

1960年 100.0 5.1 29.2 7.6 9.1 5.1 3.7 4.3 4.9 2.3 0.9 3.1 0.5 2.6 3.2 0.7 2.5

1990年 100.0 4.9 19.4 7.0 8.0 3.5 4.7 6.9 10.3 6.3 2.4 7.5 0.8 6.7 4.0 1.0 3.0
2000年 100.0 5.3 16.2 7.1 7.9 3.5 4.8 8.7 12.8 7.6 3.2 7.8 1.0 6.8 4.4 1.1 3.2
2011年 100.0 4.0 13.2 6.5 6.9 3.4 4.9 8.9 14.4 8.8 3.4 10.0 1.3 8.7 4.5 1.1 3.4

<産業別就業者人口の比率> （％）

専門技術 事務 教育 ﾍﾙｽｹｱ ﾚｼﾞｬｰ 宿泊飲食

1960年 100.0 6.5 33.7 5.9 12.2 - 3.8 - 8.1 － － 6.4 － － 7.5 － －

1990年 100.0 5.8 19.4 5.8 14.5 3.8 3.0 5.5 11.9 5.0 5.1 12.1 1.9 10.2 10.2 1.2 9.0
2000年 100.0 6.1 15.6 5.3 13.8 4.0 3.3 5.1 15.0 6.0 7.4 13.6 2.2 11.5 10.7 1.6 9.1
2011年 100.0 5.0 10.7 5.1 13.3 3.9 2.4 5.2 16.1 7.1 7.2 18.3 3.0 15.3 12.3 1.7 10.5

(出所）米商務省、米労働省
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ーされたことになる。
その後、90年から11年にかけて製造業の雇
用比率はさらに8.7％ポイント低下したが、
この間、製造業の雇用減少を補ったのは、ビ
ジネス支援サービスの内訳としての専門・技
術サービス（5.0％から7.1％へ2.1％ポイント
上昇）、同事務サービス（5.1％から7.2％へ
2.1％ポイント上昇）、ヘルスケアサービス
（10.2％から15.3％へ5.1％ポイント上昇）、宿
泊飲食サービス（9.0％から10.5％へ1.5％ポイ
ント上昇）などだ。この４業種の雇用上昇幅
は10.8％ポイントとなる。
製造業の労働生産性水準（名目GDP÷雇
用者数）とこれら非製造業の労働生産性水準
を比べた場合、ビジネス支援のなかの専門・
技術サービスの労働生産性水準が製造業とほ
ぼ同水準であることを除けば、それ以外の業
種の生産性水準は製造業の５割以下にとどま
っている。生産性の低さは雇用者の賃金水準
にも反映されており、労働者の時給は製造業
の18.6ドル（2010年時点）に対し、宿泊飲食
サービスが10.7ドル、ビジネス支援・事務サ
ービスが15.8ドルと低い。

グローバル化が雇用に及ぼす影響につ
いて

経済のグローバル化、新興国経済の台頭、
またインターネット利用による企業の海外ア
ウトソーシング拡大が日米を含む先進国の雇
用情勢に多大な影響を及ぼしている可能性が
高い。

グローバル化のなかで特に新興国との競争
にさらされやすい製造業の生産活動は、縮小
を余儀なくされ、製造業に従事していた労働
者の雇用は不安定化している。
影響は製造業だけにとどまらない。インタ
ーネットを利用した企業の海外アウトソーシ
ングにより、サービス業のなかでも電子送信
で仕事を移転できる職種（例えば、放射線技
師、コンピュータプログラマー、会計士、電
話オペレータなど）では、雇用の海外移転が
進んでいる。
そうなれば、結果的に国内に残るのは、直
接的に人と人が顔を合わせ、その場にいなが
ら仕事をしなければならない対人サービス
（例えば、介護・看護士、心理療法医師、タ
クシー運転手、ビルの管理・掃除、警察官・
消防士、レストラン等の給仕）が中心になる。
本来なら、労働集約的で低付加価値な産業
や業務を海外にアウトソーシングし、国内に
は資本・知識集約的で高付加価値な産業や業
務が残すことができれば、国内経済の持続的
な成長を確保していくことも可能になる。そ
れによって経済全体の生産性も向上し、労働
者の平均的な賃金は上昇するはずだ。
しかし、実際には、国内に多く残る対人サ
ービスなどの産業は、どちらかと言えば労働
集約的で労働生産性上昇も期待しにくい６。
結果的に、こうしたアウトソーシングは経済
全体の労働生産性の伸びを鈍化させる可能性
がある。
こうした、①時代の大きな潮流と言える情

６　この現象は「ボーモル効果」と呼ばれる。経済学者であるウィリアム・ボーモルとウィリアム・Ｇ・ボーエンは、ベー
トーベンの弦楽四重奏を演奏するのに必要な音楽家の数は、1800年と現在とで変わっていないこと、つまり、クラシック
音楽の演奏の生産性は上昇していないことに注目し、看護、教育、公共サービスなど多くの対人サービスの生産性上昇が
難しいことを指摘した。
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報化や②グローバル化に伴うアウトソーシン
グの動きに加えて、人口減少によって経済規
模が縮小し始めている日本では、③海外市場
に活路を求める企業の海外進出（海外直接投
資の増加）が国内の雇用に及ぼす悪影響が懸
念される。
標準的な国際経済学の理論では、要素賦存
状況の差異によって起こる二国間の資本移動
は、双方の国の経済厚生を高める（若杉
〔2009〕）。利潤率が低い資本豊富国から、利
潤率が高い労働豊富国に資本が移動する場
合、資金流出元の資本豊富国では国内生産が
減少し、その国内生産活動から得られる雇用
者所得も減少するが、企業は海外投資によっ
て多くの収益を得られ、企業収益の増加幅は
雇用者所得の減少幅を上回るため、雇用者所
得と企業収益を合計した国民所得は増加する。
海外直接投資は単なる資本移動ではなく、
技術水準の異なる国の間での技術移転である
という点にも注意しなければならない。海外
直接投資が比較優位部門で行なわれるか、比
較劣位部門で行なわれるかによって、海外投
資が輸出を代替する場合と輸出を補完する場
合がある（小田〔1997〕）。
実証分析によると、企業の海外生産シフト
が国内雇用に及ぼす悪影響はさほど大きくな
いとされる。ミクロ・データを用いた実証分
析では、対外直接投資を行った企業は、短期
的には雇用を減らすものの、５、６年以上経
過すると、雇用増加率は対外直接投資を行わ
なかった企業よりも高くなることが示されて
いる（樋口・松浦〔2003〕）。また、マクロ
レベルの分析では、日本の海外直接投資は輸
出を誘発することが多く、海外生産シフトが

雇用に与えた悪影響は無視できる程度と指摘
されている（深尾・袁〔2001〕）。
確かに、比較的古いデータを用いた分析で
は、海外直接投資の増加が日本の輸出を増加
させたという結果が出やすくなるだろう。海
外生産は本来輸出を代替するが、これまで日
本の輸出企業は、技術進歩とともに低付加価
値品の生産を国内生産から海外生産に切り替
えながら、より高付加価値な製品は国内で生
産し、それを輸出するということを行ってき
たためだ。すなわち日本企業は過去、比較劣
位部門で海外直接投資を行なってきたため、
その海外直接投資はむしろ輸出を増加させて
きた。
このために、過去は海外生産比率の高い自
動車、電機などの産業ほど、輸出も多いとい
う、ある意味でパラドックスと言えるような
現象がみられた。輸出減少や交易条件悪化な
ど、海外直接投資が経済へ悪影響を及ぼすこ
とは少なかった。
しかし、今や状況は一変している。アジア
など新興国経済が急速に発展し、日本との所
得水準あるいは生産技術水準の格差が縮小し
ているため、企業も従来のように高付加価値
品を国内で生産し、標準品を海外で生産する
といったすみ分けを行う意味がなくなってい
る。研究開発など高付加価値部門の海外進出
も増えている。
これまでのような比較劣位部門での海外直
接投資増加は確かに国内経済への悪影響は小
さかったが、比較優位部門での海外直接投資
が増加するようになると、輸出減少や交易条
件悪化という形での国内経済への悪影響は大
きくなる可能性がある。
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また、海外生産比率を高めている企業は確
かに国内の売り上げも伸びている企業であ
り、国内での雇用にも積極的だと言えるかも
しれないが、実際には、多数の国に生産拠点
を持つ多国籍企業になればなるほど、国ごと
の賃金コスト差などに応じて生産や雇用を調
整しようとする傾向も強く、低成長でかつ労
働者の賃金も高い先進国では雇用が抑制され
やすいとも言える。
実際、米国の多国籍企業の例をみると、海
外で雇用を大幅に増加させる一方、国内でも
雇用を抑制している。多国籍企業の国内雇用
の伸びは米国全体の雇用の伸びを下回り、多
国籍企業は雇用全体の足を引っ張っている
（古金〔2012〕）。
日本の製造業の生産活動はとくに海外景気
の動向に左右される傾向が強いため、海外景
気が良ければ内外で生産を増やし、内外で雇
用も増やす反面、逆に、海外景気が悪ければ
内外で生産を減らし、内外で雇用も減らすと
いう傾向もみられる。
次頁図９～図14は、製造業、そのうち輸
送機械産業、電気機械産業の国内と海外現地
法人の雇用者数実数値とその前年同期比増減
率の動きをそれぞれみたものだ。
前年比増減率をみると2001～ 02年や08～
09年頃の不況時においては、内外で雇用が抑
制され、一方、06年頃の好況時には、内外で
雇用が増加していたことが、とくに輸送機械
産業などの動きをみるとわかる。だが、増加
率ではなくそれぞれの実数値で内外雇用の趨
勢をみると、製造業全体では国内で雇用が減
らされ、海外現地法人の雇用が増やされてい
ることがはっきりする。輸送機械産業では国

内の雇用はほとんど横ばいで推移している。
海外現地法人の雇用は国内を上回り急増して
いる。
企業の海外進出が増えても国内雇用への影
響をさほど懸念する必要はないといった楽観
的な見方もないわけではないが、現実はより
厳しいのではないかと考えられる。

結びにかえて

失業率や有効求人倍率など主な雇用関連指
標をみると、国内の雇用情勢は改善している
ようにもみえるが、産業構造の変化などに伴
う雇用のミスマッチが拡大しており、雇用の
実態はさほど良くなっていない。また、産業
全体の労働生産性が低下しているため、労働
者の実質賃金も増加せず、消費者の購買力も
高まっていない。
物価が上昇すれば、消費者も消費を活発化
させるのではないかという期待があるが、労
働者の実質賃金が伸び悩むなかでは物価上昇
分だけ名目賃金が上昇しても、消費者の購買
力が高まらず、消費も盛り上がらないだろう。
日本全体としての労働生産性上昇率がとく
に1990年代以降、目立って低下したのは、①
サービス業に代表される非製造業の生産性が
大幅に鈍化したこと、②そうした生産性の低
いサービス業に従事する就業者が大幅に増え
たこと、が原因と考えられる。
日本ではモノ作りが重視されるが、国内産
業のなかで製造業の就業者が占めるウエイト
はすでに２割以下に低下している。製造業の
労働生産性は相対的に高いが、世界的な競争
激化にさらされる製造業は、雇用を極力抑制
しながら高い労働生産性を維持しているよう
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（図10）海外現地法人と国内の雇用（前年比増減率）

（図12）海外現地法人と国内の雇用（前年比増減率）

（図14）海外現地法人と国内の雇用（前年比増減率）

（出所�）経済産業省「海外現地法人四半期調査」、厚生労働省「毎月勤
労統計調査」

（出所�）経済産業省「海外現地法人四半期調査」、厚生労働省「毎月勤
労統計調査」
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だ。
円安を加速させることで、生産性の高い製
造業を日本に呼び戻し、日本全体の生産性を
高めようという考えもある。しかし、非製造
業を含めた日本の多くの企業が海外進出の意
欲を強めているのは円高だからではなく、人
口減少で伸び悩む国内市場より拡大の見込め
る海外市場に活路を見つけようとしているた
めだ。多少の円安ではこうした製造業が国内
に戻ってくるとは考えにくく、製造業は国内
の雇用を増やすことはないだろう。
最近の製造業の海外生産シフトは、労働集
約的、低付加価値な製品だけでなく、研究開
発などの高付加価値部門にも及び始めてい
る。こうしたなかでは、海外生産シフトが国
内の生産や雇用に悪影響を及ぼす度合いは大
きくなるだろう。
雇用の海外移転は製造業ばかりではない。
インターネットを利用した企業の海外アウト
ソーシングにより、サービス業のなかでも放
射線技師、コンピュータプログラマーなど、
電子送信で仕事を移転できる職種でも、雇用
の海外移転が進んでいる。
こうした製造業の海外生産シフト、あるい
は企業のアウトソーシングなどによって、結
果的に国内に残る雇用は、直接的に人と人が
顔を合わせ、その場にいながら仕事をしなけ
ればならない対人サービスが中心になる可能
性がある。
高齢化の進む日本では、こうした対人サー
ビス業のなかでも、介護・福祉などの産業を
経済の牽引役として育てていく必要がある。
iPS細胞の研究開発などで高い生産性の上昇
が期待できる医療サービスとも違い、こうし

た介護・福祉産業の労働生産性は低い。高齢
化に伴ってこうした介護・福祉産業の就業者
が増加していけば、日本経済の生産性も低下
していくおそれがある。
ただ、生産性を高めにくい対人サービス産
業であっても、ＩＴを駆使し、資本装備率も
可能な限り高めていくこと、さらには日本人
の競争力が高いとされる「おもてなし」の心
などを生かして顧客満足度を高めサービスを
高付加価値なものにしていくことは可能だろ
う。サービス産業の生産性を高めていくこと
こそ、日本の大きな課題であると考えられる。
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